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PwC税理士法人　公認会計士 塩田  英樹

英国における税務戦略の開示義務に伴う 
ガバナンス体制の構築

どのような対応をどのタイミングでとるべきか

状税務戦略というものはなく、イメージが
わきません。具体的にどのような対応をど
のようなタイミングでとれば良いのか、制
度の概要とともに教えてください。

　英国において、自社の税務戦略をホーム
ページに開示する義務が、今年度から開始
されていると聞きました。
　当社にも英国子会社があるのですが、現

参　考
英国2016年財政法
附則19条

ロ以上であれば、自社の英国法人等の規模が
どんなに小さくても本件の適用対象となるこ
とに留意が必要です。
（3）公表期限及び公表場所
　公表期限は、日系企業グループの場合、
2016年９月15日以後開始する親法人の事業
年度末日となります。すなわち、親会社の事
業年度末が12月末の場合には2017年12月末、
３月末の場合は2018年３月末までに英国に
おける税務戦略を公表する必要があります。
英国法人の事業年度末ではありません。
　公表場所は公開ウェブサイトであることの
みが要件となっており、英国法人等のホーム
ページであっても、親会社やグローバルのホ
ームページであっても、一般公開されている
ものであれば、どこにでも開示が可能です。
　公開する税務戦略においては、以下の四つ
の点に言及する必要があります。
●　税務リスクの管理方法
　自社ビジネスの規模、複雑さ、変化にどの
ような税務リスクが関わっているかという点
や、自社のガバナンス体制のあり方を記載し
ます。
●　自社の税務リスク
　自社が許容可能な税務リスク水準に保つよ
うに、適切な社内ガバナンスを設定している
か、また、それがステークホルダーの影響を
どう受けるのかを説明します。

　ご質問にありました本制度の概要、
及び制度に対応するためのアクション

の順で回答させていただきます。
1　制度の概要
（1）制度の趣旨
　本制度は、2016年９月、英国歳入税関庁が
2016年財政法附則19条の規定により、英国所
在の企業等に税務戦略開示を義務付けたもの
です。
　これは、OECDで行われているBEPS（「税
源侵食と利益移転」）に関する納税者との協力
的コンプライアンス及び税務当局の限られた
リソースを適切に配分する、すなわち、納税
者側に税務コンプライアンス体制の構築を促
した上で、よりリスクの高い企業や分野に絞
って税務調査等を実施することを意図して制
定された制度です。
（2）適用対象法人
　本制度の適用対象は、グループ全体の総売
上高が750百万ユーロ以上の多国籍企業グル
ープの英国法人もしくは英国PE（支店、従属
代理店などの「英国恒久的施設」）及び英国グ
ループ英国法人もしくはPE（以下「英国法人
等」といいます。）の前事業年度の合計売上高
が２億ポンドもしくは前事業年度末の総資産
額合計が20億ポンドを超える場合の英国法
人等になります。すなわち前者の要件の場合、
グループ全体の売上規模が７億5,000万ユー
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ドバイスの経験を持つ。
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士法人に入社、海外投
資時のストラクチャリン
グ、組織再編や連結納
税等のコンサルティン
グを実施。
2014年より2017年8月
までPwC英国のロンド
ン事務所に出向し、日
系企業の英国を含む
欧州への海外進出を
支援、クロスボーダー
再編、移転価格、付加
価値税等と幅広く業務
提供。また、英国税務
ガバナンスの分野で日
英にてセミナー等の実
施、日系企業への税務
ガバナンス構築支援を
実施している。

●　税務プランニングについての考え方
　自社の行動規範や、税務プランニングを行
う場合の姿勢等を開示します。例えば、常に
実態を伴い、ビジネス上の合理性を検討した
上でプランニングを実施しているなどの記述
になります。
●　英国税務当局（HMRC）との協力
　自社がどのようにしてHMRCとも協力義
務を果たしていくのかを記載します。例えば
複雑な事象、取引については、積極的に当局
に内容を開示した上で議論を進めるなどの記
述になります。
（4）対象税目及び罰則
　本制度が対象としているのは、法人税のみ
でなく、付加価値税、給与源泉税、関税等の
対象法人等の関連する税すべてとなっている
ため、特定の税項目に偏った内容とならない
よう留意が必要です。
　また、罰則については、未開示もしくは開

示内容に不備がある場合には7,500ポンド以
上の罰金が科されます。当局からの督促にも
かかわらず対応しない場合には、さらに増額
されます。
2　具体的なアクション
　上述の通り、本制度の意図は、納税者側で
適切な税務ガバナンスすなわち税務コンプラ
イアンスに関する管理体制を整備及び運営す
ることにあります。一般にガバナンス体制と
いうと、〔図1〕のように、ストラテジー（戦
略）、フレームワーク（方針）、オペレーショ
ン（業務）の三つの要素から構成されます。本
制度では、戦略の開示のみが義務となってお
りますが、フレームワーク、オペレーション
の観点からも適切なガバナンスが備わってい
るのかも併せて検討する必要があります。
　すなわち、税務戦略に何を記載するのかと
いう点の他に、税務戦略を裏付ける適切な組
織体制や方針があり、そのための業務プロセ

〔図1〕税務ガバナンスの構成要素
ストラテジー（戦略） フレームワーク（方針） オペレーション（業務）

事
業
事業戦略（＊）

行動規範
コーポレートガバナンス
とマネジメント方針（＊） 事業オペレーションモデル（＊）

税
務

税務戦略（＊）

構成要素：

税務ガバナンス体制

ステークホルダー 
マネジメント

税務プランニング

税務ガバナンス及びリス
クマネジメント方針（＊）

構成要素：

統制環境

リスク評価

統制活動

情報と伝達

モニタリング

税務オペレーションモデル（＊）

構成要素：
具体的な方針及びツール：
 ・　リスクコントロールマトリックス
 ・　プロセスマッピング
 ・　業務記述書及び方針
 ・　職務分掌表
職務分掌表

リスクコントロール 
マトリックス

プロセスマッピング
  　　

＊ 　経営層により合意された
税務に関する戦略的な目標
や目的

＊ 　リスクの内容について詳
細に記述し、構築されたコ
ントロールフレームワーク
をモニタリングする。

＊ 　リスクコントロールマトリックス、プロセスマッピング、
業務記述書（方針）により、適切にコントロールが整備さ
れているか、また運用されているかを評価することができ
る。
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う記述になるかもしれません。
　また、マネジメントがどのような形でガバ
ナンスに関与しているのかという点について
も記載することが重要です。これは、税務戦
略の開示内容と深く関わってくるので、税務
戦略の作成と同時に作成するのが望ましいと
考えます。
（3）業務に関する記載
　最後にオペレーション（業務）です。まず
は自社のリスク評価により現状を把握し、必
要に応じてコントロールを整備していくこと
になります。
　US-SOXやJ-SOXのように業務記述書、プ
ロセスフォローチャート、リスクコントロー
ルマトリックス（以下「RCM」といいます。）
のいわゆる３点セットを整備できればベスト
ですが、本制度はグループ全体では多国籍企
業であっても、英国法人等自体は規模が小さ
い場合も対象になりますので、対象法人の規
模や取引の複雑性に応じて、程度感も異なっ
てくるものと考えます。例えば、従業員のい
ない持株会社のような場合には、特段上述の
３点セットを準備せずとも自社の税務リスク
を把握でき、口頭で税務当局に自社オペレー
ションが適切に整備されていることを説明で
きるかもしれませんし、逆に英国ビジネスが
大きい法人では３点セットを揃えて内部統制
を評価、整備及び運営し、さらに必要なコン
トロールを追加する必要があるかもしれませ
ん。
　筆者の個人的な見解では、事業内容等にも
よりますが、従業員10名程度～ 100名前後で
あれば、最低限RCMを作成することで、リス
ク評価、フレームワークに沿ったオペレーシ
ョンを実施でき、自社の内部統制の状況を充
分に税務当局に説明可能かと考えます。

スが整備されているのか、整備されているの
であれば、それをどのように可視化（当局に
説明可能な状態）にしておくのかを検討する
必要があります。
（1）税務戦略の記載
　まずは税務戦略の記載内容の検討です。
　こちらは、英国税務に関する戦略になりま
すが、一般公開され、英国外の利害関係者が
存在する可能性もありますので、グローバル
の方針の整合性も鑑みながら進めることが重
要になります。そのため、親会社側の担当者、
英国子会社等の担当者のどちらが先導するの
かを決めた上で検討を進める必要があります。
　記載は上述の４点が含まれていれば、記載
方法や内容や量などの指定はありません。特
定の税項目に偏った記述とならないよう留意
するとともに、自社グループの経営戦略や行
動規範、CSRレポート等の他の公表文書とも
整合するように検討するのが望ましいと思わ
れます。また、税務戦略は会社として開示す
るものであるため、経理、税務の担当者のみ
ではなく（少なくとも英国側での）マネジメ
ントの理解、合意を得る必要があります。
（2）方針に関する記載
　次に、フレームワーク（方針）の部分です。
　税務ガバナンス体制及びリスクマネジメン
ト方針を記載する社内文書になりますが、統
制環境、リスク評価、統制活動、情報と伝達
及びモニタリングの要素別に、それぞれ社内
としてどのような方針で対応するのかを記載
することになります。規模の大きな法人や統
制環境が複雑な法人の場合には、リスク委員
会、内部監査部及び税務グループが関与し、
ガバナンス体制を構築していることもありま
す。一方、規模の小さな法人では、税務、経
理チームもしくは担当者が外部アドバイザー
と協調しながら内部統制を構築しているとい
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戦略や方針が乏しく、また、税務担当部署の
人員数も少ないため、問題が生じた場合の事
後的な対応に追われ、結果として多額のコス
トがかかったというケースがよくあるのでは
ないかと思います。また社会的責任という観
点からも、昨今、税は投資家等のステークホ
ルダーの関心度が高く、その内容やアプロー
チによっては自社のレピュテーションにも大
きく影響を与える可能性があります。
　本制度を形式的な対応項目として捉えるの
ではなく、英国子会社の対応をパイロットテ
ストとしてグループ全体の税務管理体制を見
直す良い機会になると思います。
　また通常、税務ガバナンスというと、法令
遵守を目的とするもの、リスク管理を目的と
するもの、またROEの改善等により企業価値
の上昇を目的とするものの三つに性格を分け
ることができます。本制度は、英国における
法令遵守及びリスク管理を意図したものであ
りますが、少し範囲を広げ企業実態に見合っ
た効果的かつ効率的なガバナンス体制、すな
わち戦略や方針に従ったリソースの配分（人
材、テクノロジー、業務手続等）を検討し業
務効率を改善、また法令遵守をした上でとれ
る税務メリットについては適切にとっていく
ことで企業価値を最大化することが、攻めの
ガバナンスとなり、ひいては将来的な競争力
の強化に繋がるのではないでしょうか。

（4）アクションのタイミング
　上述したアクションのタイミングですが、
これも会社の規模等の状況に応じて異なりま
す。ただし、オペレーションで記述した自社
の現状分析（リスク評価）を実施していない
会社の場合、評価し、必要な点については改
善等を実施するための時間が必要になる可能
性があるため、遅くとも開示期限の３～４か
月前から開始すべきと考えます。また、作成
した戦略をマネジメントへ説明し、承認をと
るための時間も考慮する必要があります。
　親会社が12月末決算の法人では、開示期限
まで残り２か月を切っておりますので早急な
対応が、３月末決算法人であっても、早めに
本件の対応を始める必要があります。英国子
会社主導で対応する場合であっても、親会社
側で進捗度を適時把握し、親会社での承認や
レビューにかかる時間を十分に確保しておく
よう留意が必要です。
3　本制度が与える影響及び筆者の見解
　今回ご紹介したように、英国においては今
年度から税務戦略の開示が義務化されていま
すが、日本を含む各国の税務当局においても
同様に納税者側に税務ガバナンスの構築を促
している国が多数あり、世界的にこの傾向は
さらに続くものと思われます。日系企業の場
合、欧米企業に比べて税務ガバナンスの観点
からグループ全体として最適化を図るための

事例のポイント

何を税務戦略として記
載するのかとともに、
それを裏付けるに足る
ガバナンス体制が構築
されているか、それを
第三者に説明すること
ができるのかを、自社
の状況を鑑みて検討し、
合理的な水準で本制度
に対応することが重要
です。
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